　　　　　　　　　　ドクターヘリ単独導入に向けた検討報告書（案）の概要　　　　　　H27.10.1
（鳥取県救急医療体制高度化検討委員会まとめ）
【議論の経過】　第１回　平成２７年　７月１５日　（１）ドクターヘリ導入の必要性について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）ドクターヘリ導入にあたっての課題について
第２回　平成２７年　８月１３日　（１）第１回検討委員会の概要について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）導入にかかる経費負担について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）鳥取大学医学部附属病院にドクターヘリを
導入するにあたっての課題について
第３回　平成２７年１０月　１日　→　報告書とりまとめ
【報告書（案）概要】

１　ドクターヘリ導入の必要性
ドクターヘリは、現在全国37道府県に45機が配備され、救急医療の高度化が図られている。本県では、平成22年度から公立豊岡病院ドクターヘリが、25年度からは島根県ドクターヘリが運航されているが、地理的な問題から、地域によって利用の格差が大きい状況にある。単独のドクターヘリが導入されれば、年間350件～400件の需要見込があり、救命効果等も期待できることから、ドクターヘリの単独での導入は必要である。
２　ドクターカーの運行範囲の拡大

ドクターカーは、救急車やドクターヘリと役割分担しながら救急医療高度化に寄与している。現在運行されている県西部だけでなく、県東・中部でも運行されることが望ましいが、現状では医療体制が十分でなく運行は困難であり、当面代替となる方策等で救急体制の充実を図る。なお、ドクターヘリ導入後も県西部でのドクターカーの継続運行が望ましい。
３　ドクターヘリ導入にあっての課題等への対応
（１）基地病院について

基地病院には、より救急医療体制の充実している鳥取大学医学部附属病院が適当である。
（２）格納庫について
格納庫設置場所については、基地病院に近くドクターヘリが運用しやすい場所を第一に検討すべき。
（３）ドクターヘリの導入に係る経費及び経費負担について

毎年発生するランニングコストについては、国庫補助事業等の活用や出動要請県の負担もあるが、一定額については県の一般財源での負担が必要であり、ドクターヘリの必要性を考慮した上で、県議会等での議論が必要である。

（４）基地病院における医療体制

鳥取大学医学部附属病院においても、現在のままでは、ドクターヘリを運用するには十分な体制ではなく、今後、救急医療体制の強化・充実が必要である。

４　その他検討事項

（１）ドクターヘリと民間医療用ヘリとの比較

安全に継続して運航するために、民間医療用ヘリコプターではなく国庫補助を活用したドクターヘリの実施が望ましいと考えられる。

（２）ドクターへリのパイロット不足について

ドクターヘリのパイロットは、今現在不足している状況にはないが、運航事業者による確保・養成には一定期間が必要であることから、なるべく早い時期に運航委託することが望ましい。

（３）場外離着陸場について
場外離着陸場の数は、ドクターヘリ要請件数と密接に関係する。ドクターヘリを有効に活用するためにも、県、消防、運航会社が協力し、救急現場にできるだけ近い場所に確保されるよう増設することが望ましい。
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